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第１章 総論

第１節 経緯

１ 背景

平成２０年４月の保健所設置以降５年間にわたり，中国産冷凍インゲン問題や市内食品工

場の地下水汚染問題，東日本大震災やこれに伴う放射線による健康不安，更には新型インフ

ルエンザ等の発生など，様々な健康危機事案に対し，庁内関係部署はもとより医師会をはじ

めとする地域関係団体等との協力により，市民に身近な健康危機管理拠点としての機能を発

揮してきました。

このような中，平成２３年３月に柏市第四次総合計画後期基本計画（平成２３年度～平成

２７年度）が策定され，急激に進む少子高齢社会の進行と経済環境の悪化を背景に，健康と

支え合いのまちづくりの骨格が示されました。

これらの状況を踏まえ，柏市保健所では市民の健康・安全・安心の暮らしのため中核市保

健所としての機能と役割を最大限に発揮できるよう，平成２３年３月，保健サービスの将来

的な方向を示した「地域保健構想」（平成１８年３月策定）を「柏市保健所運営基本計画」と

して改訂しました。

この度，本計画の計画期間の中間年度にあたり，保健所設置以来の社会情勢や保健所運営

の課題等を踏まえ「柏市保健所運営基本計画」として再改訂するものです。
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２ 柏市の地域保健の最近の動向

～健康危機管理，健康づくりを支援する環境整備のための基礎資料～

(1) 人口の推移と年齢別構成

柏市の人口は，首都圏のベッドタウンとして昭和３０年代後半から急激に増加してきま

した。近年は，人口の伸びは緩やかになってきていますが，引き続き増加傾向にあり，平

成２２年８月には４０万人を超えました。

その一方で高齢化は急速に進行し，平成２５年１０月１日現在の住民基本台帳によると，

柏市の人口４０３，７８３人に対し６５歳以上の高齢者は９０,０８９人で，人口の２２.

３％を占めています。平成３２年には高齢者人口が１０万人を超えることが予測されてい

ます(図２－２）。

また，１世帯あたりの平均人員は，平成２５年で，２．４人であり，昭和３０年のおよ

そ半分以下になっています。今後一人暮らしの高齢者などの問題が懸念されています（表２

－１）。

表２－１ 柏市の男女別人口と世帯数の推移

区分
人口

世帯数
１世帯

あたりの
人員総数 男 女

昭和30年 45,020 22,412 22,608 8,586 5.2 

昭和35年 63,745 31,780 31,955 13,673 4.7 

昭和40年 109,237 55,227 54,010 27,746 3.9 

昭和45年 150,635 76,562 74,073 40,216 3.7 

昭和50年 203,065 103,565 99,500 57,445 3.5 

昭和55年 239,198 121,509 117,689 73,172 3.3 

昭和60年 273,128 138,150 134,978 84,271 3.2 

平成元年 301,230 152,383 148,847 97,519 3.1 

平成2年 305,058 154,372 150,686 100,398 3.0 

平成3年 308,447 156,094 152,353 103,042 3.0 

平成4年 312,690 158,433 154,257 106,201 2.9 

平成5年 316,725 160,477 156,248 108,822 2.9 

平成6年 319,321 161,526 157,795 111,091 2.9 

平成7年 317,750 159,841 157,909 111,129 2.9 

平成8年 319,334 160,393 158,941 112,835 2.8 

平成9年 320,296 160,633 159,663 114,185 2.8 

平成10年 322,269 161,505 160,764 116,287 2.8 

平成11年 323,865 162,172 161,693 118,305 2.7 

平成12年 327,851 164,209 163,642 121,221 2.7 

平成13年 328,975 164,691 164,284 123,254 2.7 

平成14年 331,575 165,814 165,761 125,911 2.6 

平成15年 332,690 166,211 166,479 127,976 2.6 

平成16年 333,516 166,372 167,144 129,577 2.6 

平成17年 380,963 190,138 190,825 144,013 2.6 

平成18年 384,420 191,461 192,959 146,859 2.6 

平成19年 388,350 193,324 195,026 150,782 2.6 

平成20年 391,943 195,148 196,795 154,048 2.5 

平成21年 397,446 197,847 199,599 157,926 2.5 

平成22年 404,012 201,045 202,967 162,287 2.5 

平成23年 405,658 201,892 203,766 164,389 2.5 

平成24年 404,578 200,809 203,769 165,375 2.4 

平成25年 406,395 201,680 204,715 167,857 2.4 

資料：国勢調査結果報告書，千葉県毎月常住人口調査結果報告書等（各年１０月１日現在）

※ 平成１７年３月２７日に柏市と沼南町が合併

世帯数は微増傾向にありますが，１世帯人員は減少傾向にあり，２人世帯，単独世帯の増加

等核家族化が進展していることが考えられます。
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図２－１ 柏市の年次別人口・世帯数の推移 （単位：人）

資料：国勢調査結果報告書，千葉県毎月常住人口調査結果報告書（各年１０月１日現在）

「中核市サミット２０１０ in 郡山」で会場内に掲示したポスター
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図２－２ 柏市人口の年齢区分別構成

図２－３ 柏市人口の年齢区分・男女別構成 （単位：人）

資料：年齢別人口（平成２５年９月３０日現在住民基本台帳人口）

このように少子高齢社会が急速に進行し，医療，介護などの社会保障関係費が大幅に増加

することが見込まれるため，今後の地方財政を取り巻く環境は，極めて厳しい状況になるこ

とが想定されます。

第 1次ベビーブーム世代

（昭和 22 年～24 年生まれ）

が高齢者になるここ数年で高

齢化率は急激に上昇する

第２次ベビーブーム世代

（昭和 46 年～49 年生まれ）

団塊ジュニア

第３次ベビーブームの兆

候が見られない。
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(2) 人口動態統計 注）1

平成２４年における柏市の出生数は３，２９１人（前年は３，４９５人），と減少傾向に

ありますが，合計特殊出生率 注）2は，後述(3)のとおり，平成２４年で１.２９であり，

依然として全国，千葉県より低い状況にあります。また，ここ数年２,５００ｇ未満の低体

重児がやや増加傾向にあり，注視していく必要があります（表２－３）。

表２－２ 人口動態総覧，対県・全国比較 （単位：人）

資料：厚生労働省 人口動態統計

図２－４ 社会動態増減率，対県比較

資料：千葉県毎月常住人口

出生数は減少傾向にありますが，社会動態増減率は千葉県と比較しても高めの状況です。特

に平成２５年に入ってからは，増加に転じました。
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表２－３ 人口動態総覧（柏市）３年の推移 （単位：人）

資料：人口動態統計（確定数）

※ 人口千対分母に用いた人口は，各年３月３１日住民基本台帳人口である。出生・死亡・

婚姻・離婚率は人口千対，乳児・新生児死亡率は出生千対，死産率は出産(出生＋死産)千

対，周産期死亡率は出産(出生＋妊娠満２２週以後の死産)千対である。

※ 平成２４年の数値は概況より引用

(3) 合計特殊出生率

人口構成の偏りを排除し，一人の女性が一生に産む子供の平均数を示しています。

平成２４年の柏市の合計特殊出生率は，１．２９で，国（１．４１），県（１．３１）よ

りも低くなっております。

図２－５ 合計特殊出生率の推移

資料：人口動態統計

http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%A5%B3%E6%80%A7
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%AD%90%E4%BE%9B
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注）１ 人口動態統計（調査）

人口動態事象（出生，死亡，死産，婚姻，離婚）を把握するため，「戸籍法」及び「死産の届出に関する規程」により

届け出られた出生，死亡，婚姻，離婚，死産の全数について，記載事項を報告する調査。

注）２ 合計特殊出生率

合計特殊出生率とは，１５歳から４９歳までの，それぞれの年齢別出生率を足し合わせることで，人口構成の偏りを

排除し，一人の女性が一生に産む子供の平均数を示す。

http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%87%BA%E7%94%9F%E7%8E%87
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%A5%B3%E6%80%A7
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%AD%90%E4%BE%9B
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(4) 主要死因別死亡状況

主要死因については，平成２１年より千葉県と同じく１位「悪性新生物」，２位「心疾

患」，３位「肺炎」が上位を占めています。また，自殺者数は，依然として高い水準にあり

ます。

表２－４ 主要死因別死亡状況 （単位：人）

資料：人口動態統計

資料：人口動態統計
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(5) 主要部位別悪性新生物死亡状況

悪性新生物は千葉県全体と比べ，特に高い死亡率ではありませんが，死亡者は年々着実

に増加しており，部位別にみると，「気管，気管支及び肺」は全体のがんの約１７％を占め

ており，特に男性の場合，全がんに対する「気管，気管支及び肺」の割合は約２０．１％

であり顕著に高い割合を占めています。

表２－５ 平成２３年柏市主要部位別悪性新生物死亡状況 （単位：人）

死 因 分 類 （部 位 別） 総 数 男 女

気管，気管支及び肺 161 120 41

胃 149 102 47

結腸 88 48 40

肝及び肝内胆管 78 52 26

膵 59 30 29

胆のう及びその他の胆道 44 21 23

食道 40 35 5

乳房 41 0 41

直腸Ｓ状結腸移行及び直腸 37 23 14

悪性リンパ腫 35 16 19

その他 214 125 89

総 計 946 572 374

資料：人口動態統計

図２－６ 主要部位別悪性新生物死亡状況（割合）

合計：９４６人

（「その他」の内訳：前立腺，膀胱，子宮，卵巣，白血病，口唇，口腔及び咽喉 等）

資料：人口動態統計

胃
16%

結腸
9%

肝及び肝内胆管
8%

その他
23%

気管，気管支及び
肺

17%

膵
6%

食道
4%

乳房
4%

直腸Ｓ状結腸移
行及び直腸

4%

胆のう及びその他
の胆道

5%

悪性リンパ腫
4%
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(6) 障害者（手帳所持）数と動態

身体障害者手帳の所持者は年々増加しており，特に精神障害に関する交付数は大幅な増

加となっております。また，高齢化とともに今後も増加することが予想されます。（表２－

６）

表２－６ 柏市の障害者（手帳所持）数の推移 （単位：人）

表２－７ 柏市の障害者手帳の年齢区分別所持者数 （単位：人）

資料：福祉行政報告例第１４(平成２５年３月３１日現在）

図２－７ 柏市の身体障害者手帳の年齢区分別所持者の割合

合計：１０,１３８人

資料：福祉行政報告例第１４(平成２５年３月３１日現在）

年齢区分

障害種別

18歳

未満

18歳以上

40歳未満

40歳以上

65歳未満
65 歳以上 合計

視覚障害 6 52 179 473 710

聴覚・平衡機能障害 30 85 161 465 741

音声・言語・そしゃく機能障害 1 7 49 102 159

肢体不自由 146 360 1,406 3,510 5,422

内部障害 44 150 737 2,175 3,106

合計 227 654 2,532 6,725 10,138

18 歳未満 2.2%

１８歳以上４０歳未満

6.5%

４０歳以上

６５歳未満

25％ ６５歳以上

66.3％
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(7) 精神保健福祉相談・訪問指導状況

年々，相談・訪問件数が増加しています。

表２－８ 面接相談・訪問の種別（延数） （単位：件）

表２－９ 援助の内容（延数） （単位：件）

注） 援助内容は重複あり

表２－１０ 電話相談件数（延数） （単位：件）

資料：保健所年報
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(8) 柏市国民健康保険から見る医療費の状況

産業構造の変化や高齢化の進展等を背景に，国民健康保険料の負担は増加を続けてきまし

た。増加する医療費をその内訳（平成２４年６月分）でみると，循環器系疾患及び新生物の医

療費負担が目立ちます。

表２－１１ 柏市国民健康保険病類別疾病統計表

柏市国民健康保険被保険者数１１２,８７６人 （単位：件数及び点数）

※ データは平成２４年６月審査分 資料：柏市保険年金課

※ 病別分類の（ ）内は，主な疾病の内書きです。
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図２―８ 柏市国民健康保険年齢構成別被保険者数

資料：国民健康保険実態調査

これらの基礎資料から，地方公共団体自らの責任において，社会経済情勢の変化に柔軟か

つ弾力的に対応できるよう体制を強化することが重要であり，改めて地域保健行政の果たす

べき役割が問われています。

そこで，市民にとって「健康・安全・安心」な社会を実現するための施策や，多様な課題

に対応するため，財政状況を見極めながら，具体の取組みを進めていかなければなりません。
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３ 保健所運営基本計画に基づく進捗検証

(1) 保健所の取り組み事例

保健所運営基本計画策定後，２年間の取組みを振り返り，経過・結果・成果の検証を行い

ました。本計画に基づき，①「広報活動」，②「健康危機管理能力の向上の取り組み」，③

「【ウェルネス柏】の総合保健医療福祉施設の機能を生かす」，④「質の高い地域保健サービス

の提供を計画・実行できる職員を育成」について検証しました。この結果，期待される効果

を発揮するための課題として以下４点に集約されました。

①市職員の人材育成と配置，②情報の収集・提供，③市民との双方向のコミュニケーション

形成，④健康危機管理体制の強化

平成２４年度分 保健所運営計画進捗状況

第２章第１節施策１ 市民が身近に感じる保健所を目指して

保健所の広報活動の検証と効果的な情報を発信

主
な
実
施
内
容

（1）　保健所の広報活動の現状を把握するため，９月と１２月に保健所窓口やイベント会場にてアンケートを実施。検証・評
価を行い，保健所内で結果を共有した。　

（2）　放射線健康相談に多く寄せられる質問について，ホームページにＱ＆Ａ形式で掲載を行った。
　また，かしわメール配信サービスを利用して，「保健所だより」の発行を案内したほか，登録者約24,000人に「禁煙サ
ポート事業」である禁煙体験への参加を募った。

（3）　保健所だよりを４回発行。熱中症や食中毒・感染症などの健康危機管理に関する啓発のほか，がん検診，高血圧などを
特集した。そのほか，保健所職員の仕事の紹介や他部署との連携による記事を掲載し，役に立ち親しみやすい紙面づくり
を心がけた。
　また，今年度から町会回覧を開始し，数多くの方々に情報発信を行った。

（4）　町会や育児サークル等からの依頼により，健康や子育てなどをテーマに講話を行ったり，健康づくり推進員との共催
で，三師会へ講師を依頼するなど，各地域ごとに年１回の地域健康講座を開催した。
　そのほか動物愛護をテーマに，小学校３校で講座を開いた。

結
果
及
び
成
果

（1）　アンケートの実施により，保健所だよりやホームページに対する評価のほか，世代により情報の伝達状況や獲得方法，
興味の対象などに顕著な差が出ていることがわかった。

（2）　放射線健康相談に多く寄せられる質問については，今年度約1,000件程度の閲覧があった。また，配信メールについて
は，配信後にホームページの閲覧数が急激に増えたり，市民からの問い合わせがあるなど，タイムリーな情報提供につな
がった。

（3）　保健所だよりについては，町会回覧を行うことにより，記事に対する問い合わせや申し込み等，市民からの反応があっ
た。

（4）　三師会及び庁内各部署との連携により対象者のニーズに対応した内容，講師を幅広く選定し健康づくりの啓発を行った

実
施
し
た
う
え

で
の
課
題

（1）　広報・啓発活動の検証・評価のためのアンケートについては，保健所に関係する窓口やイベント等で行うため，どうし
ても偏りが出てしまう。

　世代別による情報発信の方法を考える必要がある。

上
記
課
題

に
対
す
る

対
応

（1）　アンケートの結果によっては，評価・検証方法を見直す必要がある。

　インターネット等が使えない方にとって保健所だよりなどの紙媒体での情報提供は，有効な情報伝達手段である。町会
回覧により，保健所の認知度も少しずつだが上がっているため，今後も積極的に活用していきたい。

見
直
し
に
向
け
て

・ 　広報・啓発活動については，昨年度作成した評価するしくみに従い当面評価を行っていくが，偏りのない評価方法につ
いても模索していくこととする。

・ 　保健所だよりについては，年４回発行し町会回覧を行うほか，各種事業や他部署との連携を図り，より多くの方に配布
できるようにしていく。

・ 　対象によって伝達方法や内容を考え，より効果的な情報発信を行う。
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第２章第１節施策２　健康危機管理機能の強化と体制整備

健康危機管理能力の向上の取り組み

主
な
実
施
内
容

（1）ア) 　原子力発電所の事故以来，健康危機としての側面もある放射線による健康不安の解消を目指し，市民からの放射線健康相談窓
口を設置しており，今後，より多くの職員が相談に応えられる体制を整備するため，保健所以外の職員も対象に含めて，「放射
線健康相談に関する説明会」を８月に２回実施した。また，１０月の放射線医学総合研究所での研修に参加した市保健師を講師
とし，放射線の健康不安に関するリスクコミニュケーションについて，１１月に保健所夜間自己啓発研修として１回実施した。
　また，１月に東葛６市で放射線健康対策担当課の情報交換会を実施した。

イ） 　放射線健康相談に対応できる人材育成の中心を担う職員を育成するため，保健師１名を１０月に，放射線医学総合研究所への
研修に参加させるなど積極的に取り組んでいる｡

（2）　健康危機管理基本指針は平成２２年度中に作成済み。
　健康危機管理計画は平成２３年度中に作成済み。
　各マニュアルについては，医薬品，毒劇，感染症，食中毒，狂犬病なども平成２２年度中に作成済み。結核と精神については平成
２３年度中に作成済み。
　新型インフルエンザ等対策については，特別措置法の成立に伴い，平成２５年第１回定例市議会に対策本部条例案を上程する予
定，また，行動計画については，千葉県の新しい行動計画との調整が必要であることから，策定時期は平成２５年度となる見込み。
　また，大規模な感染症や食中毒などの健康危機発生時に他団体との相互支援により市民の健康被害を最小限にとどめることを目的
として，５月に船橋市と「保健所業務相互支援協定」を締結をした。

（3）ア） 　保健所だよりを７，１１，１，３月に発行した。健康危機管理に関しては，熱中症，食中毒，感染症，内部被ばく測定状況な
どを掲載した。また，今年度から町会回覧を開始した。

イ） 　市役所各部署と横断的に取り組むため，１０月に行った健康危機管理訓練に，関係部署や船橋市の職員も参加した。また，１
月に全庁的に行われた柏市総合防災図上訓練に参加した。

（4）　情報伝達訓練として，４，８，１２月に保健所職員を対象とした緊急メールの試行配信を実施し,不着者の登録情報を修正した。
　新型インフルエンザや鳥インフルエンザ等に備えた訓練として，１０月に，保健センターアリーナにおいて，保健所職員のほか関
係部署や船橋市の職員も参加して，ＰＰＥ着脱訓練と陰圧テント設営撤収訓練を行い，併せて，船橋市との相互支援協定に基づく連
絡訓練も行った。

結
果
及
び
成
果

・放射線健康相談については，相談窓口を継続しつつ，相談に対応できる職員の育成を強化し，また，近隣市との情報交換を行った。
・他団体との相互支援については，船橋市と「保健所業務相互支援協定」を締結した。
・情報発信については，保健所だよりの町会回覧を開始した。
・訓練については，保健所職員を対象に緊急メールを用いた情報伝達，関係部署や船橋市職員も含めた防護服の着脱等を実施し，また，全
庁的な防災図上訓練に参加した。

実
施
し
た
う
え
で

の
課
題

・県職員の派遣解消に伴い，健康危機管理業務においても市職員の育成が急務となっているため，専門的判断能力の向上・検査体制や監視
業務の強化が必要である。
　したがって，各種計画やマニュアル等の更なる拡充による対応体制の整備・訓練や研修の充実による人材育成・他団体との協力支援体制
の拡充を，引き続き進めていくべきである。
・市民への情報提供手段の充実（対象世代や緊急性に応じた効果的な配信方法の検討）も重要である。
・災害時の医療対応における関係機関等との役割分担を明確にする必要がある。

上
記
課
題
に
対

す
る
対
応

・計画類の拡充については，新型インフルエンザ等対策行動計画の策定に向けて，国県の対応などの情報収集を進めている。
・人材育成については，放射線健康相談に対応できる職員の育成について，外部研修への参加や内部研修の実施により強化している。
・情報提供手段の充実については，保健所だよりの町会回覧開始や，市民向けメール配信サービスの活用により強化をしている。
・災害時の役割分担の明確化については，防災図上訓練での状況により課題を整理している。

見
直
し
に
向

け
て

・計画やマニュアル類については，順次，更なる拡充に努めたい。
・人材育成や市民への情報提供手段の拡充については，より効果的な実施を目指し，先進事例などの情報収集を進めたい。
・他団体との協力支援体制の拡充については，人事交流，健康危機発生時の相互支援協定，合同訓練など，船橋市との実績をもとに，更に
強化したい。
・災害時の役割分担の明確化については，具体的な検討を進める必要がある。
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第２章第２節施策２ 病気になったとしても安心して地域で暮らしていくために

「ウェルネス柏」の総合保健医療福祉施設の機能を生かす

主
な
実
施
内
容

（1） 　発達障害児支援体制整備
　「整備指針」に基づく人材育成，啓発，関係機関とのネットワークを構築し，個別支援への環境整備を図っている。

ア） 早期支援担当者会議　

イ） こども部会（課題調整会議）　

ウ） 庁内連絡会議

※ 　ア・イは柏市障害者自立支援協議会の専門部会の一環として「柏市障害のある子どもの支援連絡会」ワーキンググループと
して早期支援担当者会議を開催。（構成メンバー：自閉症サポートセンター，桐友学園，リトルペガサス，障害福祉課，保育
課，こども発達センター，地域健康づくり課)

※ 　ウはこども発達センターと地域健康づくり課の有機的な連携を図るため開催。

（2） 　医療機関・患者会・ボランティアやNPO等の育成支援
　柏市民健康づくり推進員連絡協議会活動の支援として，研修会の開催，役員会等の打合せを実施した。
　今年度は任期３年の初年度であるため，上半期の研修時に健康教育媒体の展示を行ったほか，役員会では生活習慣病やがん
についての課題を成人健診課や保険年金課と連携し，地域での活動に活かせる内容を伝えた。

（3） がん対策への取り組み

ア）　柏市がん対策検討会議（５，９，１１月）。庁内関係課との情報共有を図った。また，１１，３月の会議では，議員と
の意見交換も合わせて実施。

イ）　がんネットワーク連絡会（５，８，１１，２月）。 関係機関との情報交換，関係づくりを実施。

※ 　詳細は，今回の審議会にて別途説明。

（4） 　介護予防事業の取り組み
　介護保険事業の枠にとらわれずに，広く健康教育・健康講座を実施。若い世代の方へも「健康づくり」教育の啓発を実施。
　（5） 　特殊歯科診療所とこども発達センターとの効果的な歯科保健医療の取り組みへの連携調整　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ア）　こども発達センター通所児及び保護者への歯科保健指導の実施（７月，９月，１０月，１１月）と歯科健診（７，２
月）支援。

イ）　こども発達センター通所児及び保護者へ，歯科治療必要時の特殊歯科診療所の紹介，連携（随時）。

結
果
及
び
成
果

(1) ア）こども部会
各種関係法の共有化(「障害者自立支援法」「障害者虐待防止法「児童福祉法」一部改正」)を図り，それらに基づく市で
の取り組みに関して協議。

イ）早期支援担当者会議
・「ライフサポート手帳の作成に関する検討会議」を立ち上げ，次年度内に試行予定。
・障害児を持つ親子への支援に関し，各関係機関及び庁内の部署と活発な意見交換や事例検討を通し，支援の方向性を決
定した。
・柏市障害児等療育支援事業に基づく「施設支援」の一環として療育支援に関わる官民のチーム(保健・福祉・教育）を
結成し，保育園・幼稚園児で発達の気になる児の園支援を目的に，巡回相談を実施。母子保健の立場により，地域での親
子の実態を提供提供し参加した。

（2） 　柏市民健康づくり推進員活動への支援は，毎年計画的に実施しており，推進員各自の意識に働きかけるとともに，各地域活
動へも展開されるなどの具体的な成果も見られている。

（5） 　歯科治療がなかなかできず,口腔の健康づくりがいま一歩できない障害児・者の作業施設の職員や保護者へ，特殊歯科診療
所の役割や機能等についての説明会を行い，かかりつけ歯科医機能の推進を図った。

実
施
し
た
う
え
で
の
課
題

（1） 　継続して人材育成，啓発を実施する。
　障害者自立支援法及び児童福祉法の改正により，こども発達センターの役割が拡大されるため，地域健康づくり課と連携を
深めながら，切れ目のない支援につなげること。　

（1） 　各種法整備が図られる中，母子保健法等に基づく乳幼児の適切な親子支援及び虐待防止の観点より子育て支援を主軸にしな
がら関係機関とのネットワークを強化する。

（2） 　ほかにも施設の機能を活かした団体等への育成支援が実施されていると思われるが，本計画と関連づけた効果的な実施の検
討が必要。

（3） 　広く市民に啓発し，関係機関の連携を深める上で，柏市がん対策検討会議，がんネットワーク連絡会等を活用し，効果的な
活用を検討。

（4） 　介護予防の効果的・効率的推進を図るために，定期的な情報交換及び連携が必要。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

上
記
課
題
に

対
す
る
対
応

（1） 上記の課題に対し，定期的な情報交換及び連携システムの構築に努める。

（3） 上記会議等を更に活用していく

（4） 介護保険対象者以外の一般市民への若い世代から寝たきり予防を含む健康づくりの啓発の推進を継続して取り組む。（関係各
課が役割分担を担い，推進する）

　
　
見
直
し
に
向
け
て

（1） 　各会議(主管：障害福祉課，こども発達センター)は継続して開催予定　　

（2） ア）　全体研修他，年間２～３回の研修を開催予定

イ）　年７回実施の役員会を，必要に併せて回数を増やして実施予定。研修・広報担当の打合せは随時実施。　　　　　　　　　　　　　　　

（3） ア）　がんネットワーク連絡会（年４回予定）

イ）　柏市がん対策検討会議（５，８，１１，３月）また，１１，３月の会議では，議員との意見交換も合わせて実施。

（4） 　介護予防関係課等と取り組みや推進状況などについて情報提供などを図る。

（5） ア）　こども発達センターでの歯科保健活動については，歯科健診支援年２回，歯科指導年２回を歯科保健支援活動として実
施。

イ）　障害者作業所等への歯科保健活動の取り組みを実施している中で，特殊歯科診療所の周知を図り，障害児・者への歯科
治療の必要性を積極的に行い，健康づくりの啓発を図る。
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第３章第１節施策１ 柏市保健所職員人材育成の考え方

質の高い地域保健サービスの提供を計画・実行できる職員を育成

主
な
実
施
内
容

 （1）　人材育成基本方針の中で，到達目標を設定し，活用

 （2）　各所属毎に適宜改訂し実施

 （3）　定期的な課内研修や，専門的な技術伝達，職層毎の研修，放射能研修などを実施

 （4）　国・県主催研修，管内実務研修，専門学会への参加，専門機関研修，放射線医学総合研究所における研修等に参加

 （5）　夜間自己啓発研修（行政の基礎，専門研修等）を毎月開催，千葉県公衆衛生学会での発表

 （6）　今年度より船橋市との人事交流にて食品衛生担当職員1名実施，課内配置転換

 （7）　キャリアパスの運用を開始し，課題や問題点を検証

 （8）　今後の体制維持のため，千葉県との継続協議を実施

 （9）　人事当局と協議し，採用者数を検討

（10）　学生実習の受入れ（千葉大学2名，帝京平成大学8名，慈恵柏看護専門学校20名 ，野田看護専門学校14名，あびこ助産
師専門学校6名，保健医療大学7名，順天堂大学16名，日本大学松戸歯学部附属歯科衛生専門学校 15名，和洋女子大学
3名，東京家政学院大学4名，東京家政大学1名，聖徳大学1名，柏三中1名　合計98名）

（11） １０月２６日防護服着脱訓練，３１日に船橋市との「保健所業務相互支援協定」の基づく健康危機管理訓練，８月２８
日，３０日に放射線に関する勉強会，１１月２７日にリスクコミュニケーションに関する研修を実施

（12）　ワーキンググループを定期的に開催し，人材育成基本方針の進捗確認及び評価を実施，キャリアパスの個人評価会議の
開催

結
果
及

び
成
果

今年度予定していた事業・取り組みについては概ね実施済。
キャリアパス運用により到達目標を設定することにより，意識の向上が図れた。また，研修等の実施により，保健所機能
強化につなげることができた。

実
施
し
た
う
え

で
の
課
題

・ 　県職員の派遣終了年次（平成２４年度末）であるが，市職員に管理職相当の専門職が不足しているため，業務の引継ぎ
を含めた，人材の確保が急務となっている。

・ 　健康危機管理への取り組みについての更なる実施。

・ 　法改正などに伴う，リアルタイムでのマニュアルの改訂。

上
記
課
題

に
対
す
る

対
応

・ 今後の体制維持のため，千葉県との継続協議を実施していく。

・ 健康危機管理については，引き続き研修等を通じ，意識，技術の向上を図る。

・ マニュアルの改訂については，今後情報収集に努め，必要時改訂していきたい。

見
直
し
に
向

け
て

・ キャリアパス，マニュアルの改訂等，必要時実施。

・ 効果的な研修の実施と参加
(所内研修，各種専門研修，危機管理研修，採用者・異動者研修等)

・ 県職員派遣延長の更なる要請と専門職の人事交流の拡大
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４ 改訂の視点

これまでの「柏市の地域保健の最近の動向」及び「保健所運営基本計画に基づく進捗検証」

から，今後の少子高齢・核家族化の進展，要援護者等情報弱者の増加を想定した健康危機管理

の拠点としての機能の強化が求められています。

また，生活習慣病の増加，自殺者の問題，疾病構造の変化に伴い「健康で活力ある生活を送

る」ための，主体的な健康づくりと地域相互支援が求められていること，さらには，近年の新

型インフルエンザ等感染症，震災及び放射線対策等の健康危機管理拠点づくり等，保健所運営

を一層強化し，これを担うべき保健所の人材育成を継続していく必要があります。また，これ

らのことから，【柏市保健所運営基本計画】の中間見直しにおいては，以下の視点から改訂し

ます。

(1) 市民に身近でわかりやすい保健所

(2) 市民協働による健康づくり拠点としての保健所

(3) 健康危機管理拠点としての保健所

(4) 保健所運営を担う人材育成

保健所の取り組み事例と課題

新型インフルエンザ

食品衛生事案 健康危機管理体制の強化

衛生検査 市民に身近な保健所

がん対策 人材育成

発達障害支援体制

○市民に身近でわかりやすい保健所

○市民協働による健康づくり拠点としての保健所

○健康危機管理拠点としての保健所

○保健所運営を担う人材育成

開所からこれまでにおける地域

保健サービス推進の検証

地域保健を取り巻く最近の動向

生活習慣病の増加

自殺者の問題

少子高齢・核家族

化の進展
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第２節 これからの保健所運営

１ 計画策定の目的

今回の柏市保健所運営基本計画の再改訂では，保健所設置以来，５年間の課題等を検証した

前述の４つの「改訂の視点」を踏まえ，市民との協働，地域の限りある医療機関・保健医療福

祉関係機関・ NPO 等との連携を推進していくことを基本的な考え方として，以下の２点の目標

を整理し，設定します。

なお，これら目的の実現にあたっては，本来の保健所機能を強化し，その機能を如何なく発

揮していくことが前提となっています。

このため引き続き，保健所運営体制の強化・充実を図りながら庁内関係部署はもとより医師

会等をはじめとする地域関係団体等との連携を積極的に図っていくことといたします。

① 健康危機管理の拠点としての一層の機能強化を図り，市民が安全・安心な暮

らしのため

② 「柏市地域健康福祉計画」及び「柏市次世代育成行動計画」と連動しながら

誰もが健やかで活力ある暮らしのため

その実現に向けた取り組みを推進します。

２ 施策の体系

● 安全・安心な暮らしのために

１ 市民が身近に感じる保健所を目指して

２ 健康危機管理機能の強化と体制整備

● 健やかで活力ある暮らしのために

１ 市民一人ひとりが積極的な健康づくりに取り組めるために

２ 病気になったとしても安心して地域で暮らしていくために

●計画の運用・管理

１ 市民に期待される保健所の職員であるために

２ 計画の着実な推進にあたって

【保健所運営基本計画 目標】

●「安全・安心な暮らしのために」

●「健やかで活力ある暮らしのために」
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３ 計画の位置づけ

これまでに保健所が取り組んできた事例にみられるように，健康危機管理においては，市役

所総務部，環境部，水道部，教育委員会等，多方面にわたる全庁的な連携が円滑に行われ，迅

速な市の意思決定につながることが最優先とされます。また，保健所は，少子高齢社会に対応

した生涯を通じた健康づくりの総合調整・連携機能をもち，市民への情報発信拠点となること

も求められています。

これらの点を踏まえ，本計画は上記目標の達成に向けた行動指針と位置づけ，保健所職員全

員で目標と課題を共有いたします。

４ 計画期間

平成２３年４月１日から平成２８年３月３１日まで

（途中，平成２５年に中間見直し）



第２章 各 論

第１節 安全・安心の暮らしのために

第２節 健やかで活力ある暮らしのために
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第２章 各論

第１節 安全・安心な暮らしのために

施策１ 市民が身近に感じる保健所を目指して

１ 背景

◆ 保健所に期待されているもの

・保健所には保健・医療の専門技術を有する職員が配置されており，様々な公衆衛生に関する

疫学統計や知見の蓄積があり，その効果的な利活用が求められています。

・地域保健法第６条では，地域保健に関する思想の普及・向上等，１４項目の事業が位置づけ

られています。また，第７条では，地域保健対策が地域の特性に応じて展開されるとともに，

地域のニーズを的確に把握し，その地域に必要な保健事業を行うこととされています。市民

が「安全・安心」に暮らすことができ，かつ，積極的に健康づくりに取り組むために，有用

な情報をわかりやすく発信していくことが必要です。さらに調査・研究を行い，市民の命を

守るための施策に反映させていく保健所の企画調整機能も求められています。

・新型インフルエンザ流行時や福島第一原子力発電所の事故時にみられたように，情報が氾濫

し市民の健康不安が増大した際には，生活に身近な情報発信拠点として，様々な相談対応な

ど，市民との双方向のコミュニケーション形成が，保健所の重要な役割として期待されるよ

うになりました。

・平成２２年４月には，ウェルネス柏へ移転し，今後，市民が安心して暮らしていくために，

一層，身近でわかりやすい保健所として市民にお知らせしていくことが必要です。

２ 課題の整理と方向性

(1) 保健所の企画調整機能の強化

保健所は人口動態統計等の厚生統計をはじめ，様々な保健・医療・疫学情報の蓄積ととも

に，市の統計に関すること，介護・福祉，保険・年金など，市民生活の全体像を統計的・客

観的に把握することが可能です。このことから保健所は健康危機予測はもとより，生活習慣

病予防対策や健康増進などのポピュレーション施策を効果的に推し進めることができる環境

にあると言えます。今後，ますます市民に期待される保健所になるよう，有用な情報を公開

するとともに，施策につながる調査・研究・企画調整機能を強化していく必要があります。

(2) 保健所からの定期的な情報発信と効果的な啓発，情報提供手段の開発

広報かしわ（毎月１日号）健康ガイド欄には，保健所の定例事業・相談を掲載しているほ

か，市の公式ホームページサイトトップページからは，専用の保健所業務のコンテンツへ入

ることができます。さらに，平成２３年度から「保健所だより」の発行を，平成２５年度か

らはツイッターによる配信を開始し，より多くの方に情報を提供できるようになりました。

今後は，必要な人に必要な情報が届くよう，情報媒体の特長や関係団体とのネットワーク

を生かして，より効果的な情報発信をしていくことが必要です。

(3) 市民との協働による啓発活動の展開

現在，食品衛生，動物愛護，母子保健，たばこ対策，感染症予防，健康づくり，精神保健，

薬物乱用防止等の各分野においては，フォーラムやキャンペーンを毎年開催しています。今
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後の財政状況等を踏まえ，市民行事や民間と協働による同時開催など，相乗効果を狙った効

果的な展開などの工夫も必要になると考えられます。

３ 具体的な方策

◆ 保健所の広報活動の検証と効果的な情報を発信します。

・保健所の広報・啓発活動を総合的に評価検証し，ホームページや庁内アンケートを活用した，

評価を実施します。効果的な情報提供のあり方，例えば定例的な講演会やキャンペーンなど

の啓発活動は，費用対効果を検証しつつ，市行事や多様な主体等と同時開催するなど効率的

に行います。

【活動指標：毎年度末実施します。】

・様々な媒体を活用して，情報提供します。(図１－１）

保健所の統計情報や事業等を掲載します。また，市公式配信メール「いくくるメール」やツ

イッターを活用し，ホームページへの反映を図ります。

【活動指標：随時実施します。】

・楽しみながら「健康・安全・安心」を学ぶことができる「保健所だより」を発行します。

【活動指標：年４回程度発行します。】

・保健所事業を通じて「健康」・「子育て」・「感染症予防」・「食品安全」・「動物愛護」等を学

んでもらう講座の開催や啓発事業を実施します。

【活動指標：随時実施します。】

・民間団体の広報活動と連携した啓発活動を実施します。

【活動指標：随時実施します。】

４ 関連事業及び対策等

・衛生統計等情報収集・整理・活用業務，薬事（薬物乱用防止対策等）【総務企画課】

・結核予防事業，感染症予防事業，エイズ予防事業，肝炎ウイルス検査，特定疾患対策事業，

精神保健福祉事業【保健予防課】

・環境衛生事業，狂犬病予防事業及び動物愛護管理事業，食品衛生事業，食鳥処理事業

【生活衛生課】

・健康増進事業，栄養改善事業，母子保健事業，歯科保健事業，予防接種，保健栄養事業及び

栄養相談，思春期保健，難病対策，柏市民健康づくり推進員活動【地域健康づくり課】

・各種がん検診，成人健診の普及啓発【成人健診課】

・臨床検査及び細菌検査事業，食品衛生検査事業，環境衛生検査事業【衛生検査課】 など
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図１－１ 柏市保健所だより 第９号 平成２５年１１月１日発行



- 24 -

施策２ 健康危機管理機能の強化と体制整備

１ 背景

◆ 保健所は健康危機管理の拠点

・平成１２年に改正された地域保健法では，「地域保健対策の推進に関する基本的な指針」に

「地域における健康危機管理体制の確保」として，地方公共団体の健康危機管理体制の構

築及び健康危機発生時における具体的な手引き書の整備，訓練，人材の育成，必要な機器

及び人材の整備等を行う必要性が示されています。

・多発する健康危機を背景に，平成１３年３月に策定された厚生労働省の～地域健康危機管

理ガイドライン～では，地域における保健医療関係の行政機関である保健所に期待される

役割として，次の事項が掲げられています。

①平常時における監視業務等を通じて健康危機の発生を未然に防止すること。

②所管区域全体で健康危機管理を総合的に行うシステムを構築すること。

③健康危機発生時にはその規模を把握し，地域に存在する保健医療資源を調整して，関連

機関を有機的に機能させること。

・平成１７年の地域保健対策検討会中間報告においては，保健所を中心とした健康危機管理体

制の構築及び取り組むべき健康危機管理の１２分野が示されています。(図１－２）

図１－２ 保健所における健康危機管理の対象分野

（平成１７年５月 厚生労働省 「地域保健対策検討会 中間報告」 より抜粋）

・平成２０年度，柏市が中核市となり狂犬病予防法，動物の愛護及び管理に関する法律を所管

することに伴い，犬・猫等の保護収容施設を設置する必要が生じました。これまでは県の施

設を借用していましたが，平成２６年度以降は，柏市としての独自の施設を設置し，動物愛

護，適正飼養の普及への貢献が求められています。
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２ 課題の整理と方向性

(1) 市における健康危機管理の位置付け

市では，柏市地域防災計画（平成２５年修正），柏市国民保護計画（平成１９年策定），危

機管理基本計画（平成２１年策定）において，市民の生命を守り，「安全・安心」に暮らし

ていくための体制を整備しています。特に危機管理計画に位置付けられている健康危機管理

分野は，保健所が中心となる業務です。

今後はさらに，これまでの取り組みと教訓を生かし，保健所としての健康危機管理の連

携・体制強化が求められています。

(2) 職員一人ひとりの危機管理意識の向上と情報の把握（図１－３）

市では，平成２０年４月の保健所設置に併せて健康危機管理要領を作成し，食品事案や新

型インフルエンザ等に対応してきました。また，平成２３年３月の東日本大震災に伴い，放

射線対策等，様々な対応をしてきているところです。そして，これらの経験を踏まえ，適切

な情報を迅速に把握することが，早期に対策の手立てをすることにつながり，市民の不安軽

減や被害の拡大防止につながることの重要性を再認識しているところです。まず職員一人ひ

とりがあらゆる経路からの健康危機情報を把握し，察知する能力をより高めることが必要で

す。

(3) 専門的判断能力の向上

把握された健康危機事案の情報からその規模と緊急性を判断するためには，担当する各専

門職の知識・経験に基づいた予測・判断の能力が求められます。また，事案に応じて，専門

家や専門機関への相談能力や関係機関との調整力も求められます。

(4) 健康危機管理体制の整備

これまでの事案の教訓から，健康危機管理体制を整備するにあたっては，市職員が健康危

機情報を共有すること（組織内における情報の周知と伝達システムの確立－何がおこったか，

原因，時間，場所被害状況等の把握）が大前提となります。その後，関係者や関係組織など，

それぞれの専門性からの見解を求め，効果的な被害拡大防止のための最善策が実行されるよ

う，迅速かつ実効性のある意思決定のシステムと組織体制，行動計画が必要です。

(5) 監視業務の強化（表１－１）

感染症・生活衛生（食品，動物，食鳥，環境衛生）・医療安全等の健康危機管理について

は，平常時からの監視業務が大変重要です。

最近では感染症,食中毒,院内感染などで,これまでにはなかった事例が発生しており,これ

らの事例に対処するためには,監視業務の強化とコンプライアンス 注）1の重視はもちろん

のこと，実態に応じたきめ細やかな対応とその指導技術の向上が重要です。

(6) リスクコミュニケーション 注）２

平成２１年度の新型インフルエンザ流行や，平成２３年３月の東日本大震災に伴う福島第

一原子力発電所の事故による放射性物質の流出に関しては，柏市民にも，情報の不足等に

より大きな不安が生じました。いざという時の被害の発生・拡大だけではなく，市民の不

安の増大を最小限に食い止めていくために，日ごろから行政・医療・福祉関係者はもとよ

り，市民の協力と参加は不可欠です。平常時から「健康・安心・安全」についての予防情

報を常に発信するとともに，市民との双方向のコミュニケーションを形成し，市民からの
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意見や声を聴き，啓発活動への参加も得られる協働の地域づくりが求められています。

(7) 緊急時における情報提供のあり方

緊急時における情報提供については，柏市危機管理基本計画に基づき実施してきましたが，

今後は市民生活の場に近い保健所として，市民の意見や参加を得ながら，活用可能な情報提

供の手段やネットワークを開発していくことが必要です。また，特に健康危機事案では，人

権への配慮はもちろんのこと，市民への健康不安を増大させず，誰もが健康危機事案に適切

な行動をとるための情報提供であること，また，それに答える相談体制の整備，情報弱者へ

情報提供手段のあり方などを緊急体制レベル別に応じて関係者と議論をしておく必要があり

ます。

(8) マニュアルの整備と定期的訓練の実施

健康危機発生時の職員や関係者の連絡・連携・初動対応等，あらゆる事態を想定したマニ

ュアルを整備するとともに，健康危機に即応できる心構えと必要備品類の取り扱いに熟達す

るための訓練を定期的に実施していくことが必要です。

(9) 緊急事態レベル別の事業継続計画（BCP 注）3）の検証

緊急事態レベル別に合った業務遂行の優先順位とその手順を定め，日常業務の停滞を最

小限に抑えるために事業継続計画（BCP）を策定・検証しておくことが必要です。特に，地

区医師会や病院との連携で実施している業務においては，医療関係者が不足することも予

想されることから，限られた人的資源を最大限に生かすため，事態を想定した協議をして

おくことが必要です。

(10) 検査体制の充実

健康危機発生当初は原因が不明な場合が多く，適切な初動対応と事案解決のためには原

因の特定は重要な鍵となります。健康危機をもたらす物質や病原体は多岐にわたるため，

今後とも検査体制の充実が必要です。

(11) 動物愛護センターの整備

保健所では，毎年多くの犬や猫が収容されており，やむを得ず殺処分される動物も少なく

ありません。動物の保護収容，譲渡の拠点施設を整備し，動物の返還・譲渡率を向上させ，

殺処分頭数を減少させることが求められています。
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図１－３ 事例別連携関係図

（新型インフルエンザ等の事例）
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表１－１ 柏市保健所監視業務対象施設等一覧

対象施設等 監視業務名 担当課

病院

医療機関立入検査

総務企画課

一般診療所

歯科診療所

助産所

施術所

薬局

薬事・毒物劇物監視

医薬品販売業

高度管理医療機器等販売業（賃貸業）

毒物劇物販売業

毒物劇物業務上取扱者

環
境
衛
生
関
係
営
業
施
設

理容所

環境衛生関係営業施設立入検査

生活衛生課

美容所

クリーニング所

旅館業

公衆浴場

興行場

環
境
衛
生
関
係
施
設

化製場等 化製場等に関する法律に基づく立入検査

水道施設 水道施設立入検査

特定建築物 建築物衛生法に基づく検査

建築物管理事業 柏市建築物衛生事業登録営業所立入検査

遊泳用プール 柏市遊泳用プール指導要綱に基づく立入検査

動物取扱業 動物取扱業立入検査

食
品
衛
生

食品営業施設（要許可）
食品営業施設立入

食品営業施設（許可不要）

ふぐ営業施設 ふぐ営業施設立入

食鳥検査事業 食鳥検査事業立入

（柏市保健所総務企画課 作成）

注）１ コンプライアンス

倫理，法令遵守のこと。（柏市危機管理基本計画より）

注）２ リスクコミュニケーション

リスク分析の全過程において，リスク評価者，リスク管理者，消費者，事業者，研究者，その他の関係者の間で，情報お

よび意見を相互に交換することです。リスク評価の結果およびリスク管理の決定事項の説明を含みます。

（厚生労働省 ＨＰ 食の安全・安心のリスクコミュニケーションより）

注）３ ＢＣＰ（Business Continuity Plan 事業継続計画）

テロや災害，事故などが発生した場合，主要な業務を継続させ，また早期に復旧させることを目的に，様々な観点から対

策を講じる計画をいう。（柏市危機管理基本計画より）
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３ 具体的な方策

◆ 保健所が一体となって健康危機管理能力の向上に取り組みます。

(1) 健康危機に対応できる職員の育成

ア 職場内研修の実施

健康危機の被害拡大防止には，把握した健康危機情報からその規模や緊急性を的確に

判断するとともに，今後の事態の推移を予測する能力や，事態の規模に応じた関係機関

との調整力を高める必要があります。それらの知識・技術の習得や災害時の活動マニュ

アルの周知はもちろん，経験から得られるものも大きいため，過去の健康危機発生事例

を活用した事例検討や，シミュレーションを主体とした職場内研修を，全職員を対象に

定期的に実施していきます。

【活動指標：年３回以上実施します。】

イ 外部研修への派遣

円滑な保健所業務の運営を進めるため，専門職に求められる知識や技術の習得及び最

新の知見の習得を目的として，国立保健医療科学院や国立感染症研究所などの研修に参

加していきます。また事務職員にも自治体職員を対象とした危機管理研修などに積極的

に参加していきます。

【活動指標：予算などを見極め，実施します。】

(2) 健康危機管理体制の整備

健康危機管理を適切に実施するために，保健所の対応方針，意思決定のシステムを定め

た健康危機管理指針と，各職員の行動規範と初動対応を定めた健康危機管理計画を職員へ

周知し，有事の際に迅速に行動できるようにします。また，新型インフルエンザ等対策と

して行動計画を策定します。各担当レベルにおいては，健康危機に関連した業務のマニュ

アル及び業務継続計画を整備していきます。

これら指針と計画は適宜見直しを行うとともに，監視業務の更なる強化と検査体制の充

実を目指し，確実な検査手技の徹底と専門的な知識を有する人員の確保を図るとともに，

定期的な立入検査業務を実施していきます。更に，新たに発生した健康危機への対応方針

等の追加や法令の改正，保健所や市役所の組織変更など，現状にあわせた修正を遅滞なく

行っていきます。

【活動指標：新型インフルエンザ等行動計画は平成２５年度中に整備します。その他のマニュア

ル等は随時，追加・更新します。】

(3) 健康危機情報の発信

ア 市民への情報発信体制の活用

健康危機管理において被害拡大防止の次に重視するべき点は，市民への適切な情報

提供です。市民へ感染症等の情報提供を適切に行うことにより健康危機の発生防止が

期待できます。また発生時においては市民とのコミュニケーションを適切に行うこと

により，被害の拡大防止と不安解消につなげることができます。

まず,平常時における情報提供の手段として，保健所だよりを発行します。この保健

所だよりは食中毒，感染症等の予防に関する情報と，健康危機に関する基本的な情報

を掲載することで，健康危機発生時の市民の不安解消に役立てていきます。
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また，平常時並びに緊急時の情報提供の手段として，柏市ホームページや市公式メ

ール配信「いくくるメール」，ツイッター等様々な媒体を活用します。（再掲）

【活動指標：保健所だよりは年４回程度の発行，その他の電子媒体等の手段については

随時更新・活用します。】

イ 市役所各部署と横断的取り組み

健康危機発生時には，その事象を最初に察知するのは保健所のみならず，柏市の各

部署でも健康危機を最初に察知する可能性があります。

柏市における健康危機管理は，柏市危機管理計画の中に位置づけられており，危機

が大規模となった場合には市長を本部長とする危機管理対策本部を設置することから，

健康危機管理訓練の実施などをとおして，柏市防災安全課とは平常時から連携と情報

共有の体制を築いていきます。

また，保健所からも職員向けに全庁掲示板を活用し，周知を行っていきます。

【活動指標：市役所関係部署と健康危機管理に関する訓練と情報伝達訓練を年１回

以上実施します。】

ウ 市民との双方向によるコミュニケーション体制の構築

東日本大震災に伴う福島第一原子力発電所の事故による放射線による健康影響，特

に低線量被ばくの健康影響については，テレビやインターネット等の様々な情報媒体

を介し，情報が氾濫するなど，市民に対し，大きな不安を抱かせました。

このため環境省では「原子力被災者等の健康不安対策に関するアクションプラン」

を通じ，統一見解に基づく情報の一元化を図り，効果的で効率的かつ，適正な情報発

信や双方向のコミュニケーション，人材育成等の必要性があげられています。

正しい情報をわかりやすく伝えるためにも，市民との信頼関係構築によるリスクコ

ミュニケーションが必要となります。リスクコミュニケーション体制を整備するため，

適切な情報提供，人材育成研修等を実施します。

【活動指標：随時実施します。】

(4) 状況に応じた訓練の実施

健康危機発生時の対応を円滑に行うための訓練を適宜実施します。特に新型インフルエ

ンザや原因不明健康危機等の発生に対する訓練が重要であり，その初動対応訓練と情報伝

達訓練を定期的に実施するとともに,参加者からの意見をマニュアル等の改善に役立ててい

きます。

【活動指標：初動対応訓練，情報伝達訓練をそれぞれ年１回実施します。】

(5) 動物愛護と適正飼養の推進

動物による危害防止や市民への動物愛護思想の普及啓発を目的とし，動物に関する各種

教室の開催や，ふれあい体験など，動物愛護事業を総合的に推進します。また，飼い主不

明犬及び負傷動物の保護収容・治療などの業務を行い，犬・猫の飼い主への返還もしくは

新たな飼い主さがしを推進します。

【活動指標：動物愛護フェスティバルを年１回，各種教室・ふれあい体験などをそれぞれ年１

回以上実施します。】
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４ 関連事業及び対策

・衛生統計等情報収集・整理・活用業務，薬事，医務【総務企画課】

・結核予防事業，感染症予防事業，エイズ・性感染症予防事業，特定感染症検査等実施要綱に

基づく肝炎ウイルス検査事業，特定疾患治療研究事業，療育医療給付事業，精神保健福祉事

業

【保健予防課】

・環境衛生事業，狂犬病予防事業及び動物愛護管理事業，食品衛生事業，食鳥検査事業

【生活衛生課】

・健康増進事業，栄養改善事業，母子保健事業，予防接種，歯科保健事業，保健栄養事業及び

栄養相談，思春期保健，難病対策，柏市民健康づくり推進員活動【地域健康づくり課】

・成人保健事業，健康づくり相談【成人健診課】

・臨床検査及び細菌検査事業，食品衛生検査事業，環境衛生検査事業【衛生検査課】

など
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第２節 健やかで活力ある暮らしのために

施策１ 市民一人ひとりが積極的な健康づくりに取り組めるために

１ 背景

◆求められる健康づくり施策の効果と評価

・低迷する経済状況と少子高齢社会の進行による市民の健康課題は多様に変化し，がん・循

環器疾患等の生活習慣病による医療費負担の増大，一人暮らし世帯や要介護者の増加，児

童虐待，自殺問題等による将来への健康不安も高まってきています。

・がんが我が国の死亡原因の第一位である状況を踏まえ，国はがん対策基本法を平成１９年

４月に施行しました。同年６月にはがん対策の総合的かつ計画的な推進を図るため，がん

対策推進に関する基本的な方向について定め，都道府県がん対策推進計画の基本となる

「がん対策推進基本計画」が策定されました。本計画は平成24年度から平成２８年度まで

の５ヵ年を新たな計画期間とする新計画となっています。

・わが国においては，がん，脳血管疾患，糖尿病を原因とする死亡者数の割合が全体の約６

割，医療費としても国民医療費全体の約３割を占めています。

・平成１７年１２月に取りまとめられた医療制度改革大綱の中で，生活習慣病の予防は国民

の健康確保の上で重要であるのみならず，治療に要する医療費の減少に資することとされ，

生活習慣病対策の推進が重要な要素になっています。その具体的な取り組みとして行われ

ている特定健診・保健指導においては，実施率や保健指導対象者及び終了者の伸び悩みな

ど，効果的な実施のあり方が課題になっています。

・平成１９年度に策定された「新健康フロンティア戦略～健康国家への挑戦～」及び「新健

康フロンティア戦略アクションプラン」では，今後国民が自ら取り組んでいくべき９つの

分野（子どもの健康力・女性の健康力・メタボリックシンドローム克服力・がん克服力・

こころの健康力など）と指標が示されており，その進捗が注視されています。

・平成２０年には，「すこやか生活習慣国民運動」も示され，「健康日本２１注)４」の目標達成

に向けた効果的な展開のため，「運動・食事・禁煙」に重点分野を設定し，産業界など社会

全体を巻き込んだ運動の取り組みが行われています。

・平成２５年からは，①健康寿命の延伸と健康格差の縮小，②主要な生活習慣病の発症予防

と重症化予防，③社会生活を営むために必要な機能の維持及び向上，④健康を支え，守る

ための社会環境の整備，⑤栄養・食生活，身体活動・運動，休養，飲酒，喫煙及び歯・口

腔の健康に関する生活習慣及び社会環境の改善を基本的な方向とした，「第４次国民健康

づくり対策」として「健康日本２１（第２次）」が始まります。

・上記③社会生活を営むために必要な機能の維持及び向上では，生活習慣病を予防すると共

に，社会生活を営むためには，心身の健康とともにこころの健康が重要となっています。

すべての世代の健やかな心を支える社会づくりを目指すために，ストレス対策，こころの

病気予防，自殺予防への対策が求められています。

・今後，市においては，明確な目標のもと，保険者，事業者，行政の衛生部門及び民生部門

との連携により，医療費抑制策に反映できるポピュレーションアプローチ 注)5手法の開発，
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ハイリスクアプローチ 注)6の効果的な展開と地域性重視の健康づくり施策の展開が求めら

れています。

・平成２３年６月には柏市自殺対策推進条例が成立し，関係機関団体と共同で自殺予防対策を

すすめています。

（厚生労働省）
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◆社会の重要課題となっている親子の健康づくり

２００１年（平成１３年）から１０ヵ年の計画で実施されてきた母子保健の国民健康づくり

運動である「健やか親子２１注)7」は，平成２１年度の中間評価で平成２６年度まで延長され

ることになりました。また，平成２５年度に最終評価が行われ，平成２７年度から子育て関連

計画（次世代意育成行動計画，健やか親子，エンゼルプラン等）の足並みがそろうこととなる

予定です。次代を担う子どもたちが健やかに育つための環境づくりへの取り組みが，一層求め

られています。

２ 課題の整理と方向性

(1) 総合的な健康づくり推進体制の構築に向けた取り組み

市においては，平成２１年３月に社会福祉法，健康増進法等を含む柏市地域健康福祉計画

を策定，平成２２年３月に第４期高齢者いきいきプランを策定し，子どもから高齢者までの

生涯を通じた主体的な健康づくりと住み慣れた地域で支え合うためのしくみ（地域包括ケア

システムの構築）を核とした展開を推進しているところです。今後は，市民生活の向上と持

続可能な行財政運営を目指し，保健所機能及びウエルネス柏の総合保健医療福祉施設として

の機能を活用した総合的・計画的な健康づくり施策による実効性が求められています。

また，平成２５年４月に「柏市健康増進計画」を策定し，市民の主体的な健康づくりの推

進を行っていきます。

(2) 健やか親子21の効果的な推進

市では，平成２２年３月「柏市次世代育成計画後期行動計画」を策定し，子育て支援部門

と保健所が連携し，地域ぐるみの子育て支援策を推進しています。また，平成２３年度には，

子育て家庭を早期・一貫して支援する体制整備のため，母子保健ガイドラインを策定しまし

た。今後も，妊娠期や産後早期のリスクを的確に支援するとともに，家庭の養育力を高め，

虐待の未然防止や子どもたちが健やかに育つことのできる環境を確保できるよう，母子保健

機能の体制整備が求められています。

注）４ 健康日本２１

平成１２年３月に策定された「２１世紀における国民健康づくり運動」のこと。「寝たきりや認知症などによる要介

護状態でなく生活できる期間(健康寿命）を延伸し，すべての国民が健康で健やかで活力ある社会とする」を基本理念

とし，９つの課題と目標値を示している。（財団法人 厚生統計協会 国民衛生の動向2012/2013 より）

※ ポピュレーション戦略 （Population approach）

注）５ ポピュレーションアプローチ

注）６ ハイリスクアプローチ

健康障害を起こす危険因子を持つ集団のうち，より高い危険度を有するものに対して，その危険を削除することによ

って疾病を予防する方法を高リスクアプローチ（High risk approach），集団全体で危険因子を下げる方法をポピュレ

ーションアプローチと呼ぶ（Population approach）。

（健康日本２１（２１世紀における国民の健康づくり運動について） 健康日本２１企画検討会 ・健康日本２１計画

策定検討会報告書 より（財団法人 健康・体力づくり事業財団 平成１２年３月）
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注）７ 健やか親子２１

平成１２年１１月に策定された２１世紀の母子保健の取り組みの方向性を示し，関係機関・団体が一体となって推進

する国民運動計画。６７項目に指標について目標値が設定されている。（財団法人 厚生統計協会 国民衛生の動向

2012/2013 より）
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３ 具体的な方策

◆ 柏市健康増進計画の進行管理を行います。

基本目標：「健康寿命の延伸」「生活習慣病の発症予防及び重症化予防の徹底」に向けて，

健康づくり・疾病予防を積極的に推進していきます。

(1) 市民の健康増進を目指す事業の実施

「行政」「地域」「企業」等の組織が連携・協働し，地域ウォークの推進，栄養改善事業

（適切な食生活の推進），タバコ対策などを実施していきます。

【活動指標：各事業を年１回以上実施します。】

(2) 総合的な健康づくり推進体制の整備

効果的な啓発等を行っていきます。（柏市ホームページ，ツイッター等の活用，啓発リ

ーフレット，ポスターの作成など）

また，関係機関との連携を強化します。（地域職域連携協議会，柏市医師会，柏歯科医

師会，柏市薬剤師会，柏市民健康づくり推進員協議会など）

【活動指標：平成２６年度から，地域職域連携協議会を開催します。その他は，随時取り組みます。】

(3) がん対策の実施

柏市のがん対策基本条例（平成２３年３月制定）を受け，がん対策検討会議を設置し，

がん対策について具体的に取り組むことになりました。

柏市では以下の視点からがん対策について取り組んでいきます。

①がんの予防と啓発 ②検診・早期発見 ③治療から緩和ケアまで ④地域相互支援 に

ついて，関係部署と連携を図りながら推進していきます。

【活動指標：がん検診の受診率向上を図ります。その他は随時取り組みます】

◆ 妊娠・出産から子どもたちの健やかな成長・発達まで，一貫した母子保健サービス

を受けることができるような支援機能を整備します。

親の不安を和らげ，子どもたちの健やかな成長を支援するために各種母子保健事

業を実施します。

【活動指標：予算などを見極め実施します。】

４ 関連事業及び対策

・健康増進事業・栄養改善事業・成人保健事業・歯科保健事業・母子保健事業・保健栄養事業

及び栄養相談・思春期保健事業【地域健康づくり課】

・精神保健福祉事業・感染症予防事業【保健予防課】

・がん対策【地域健康づくり課・成人健診課・総務企画課】

ふれあいウォーク風景 母と子のつどい風景
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施策２ 病気になったとしても安心して地域で暮らしていくために

１ 背景

◆ 今後，一層求められる地域との連携

・がんが我が国の死亡原因の第一位である状況を踏まえ，がん対策基本法が平成１９年４月に

施行，同年６月にがん対策推進基本計画が策定され，がん対策が進められてきました。新た

に，平成２４年度から２８年度までの５年間を対象とした計画が策定され，「がん患者を含

む国民が，がんを知り，がんと向き合い，がんに負けることのない社会」を目指し国民の立

場に立った総合的かつ計画的な対策を推進をしています。（再掲）

・難病対策については，難病対策要綱に基づき，難治性疾患克服研究事業において１３０疾患，

特定疾患治療研究事業においては５６疾患を対象とし，都道府県が指定した「難病相談・支

援センター」と連携しながら，相談支援を実施しています。

・精神保健医療施策の改革ビジョンにおいて，平成１６年から「入院医療中心から地域生活

中心へ」転換する改革を１０年間にわたって進めることとなりました。平成２１年９月の中

間見直しにおいて，後期５カ年の重点施策の中で①精神保健医療体系の再構築②精神医療の

質向上③地域生活支援体制の強化④普及啓発の重点項目が挙げられ，ベッド削減と入院期間

の短縮化を促進した地域ケアへの重要性が求められてきています。こうした動きを踏まえ保

健所は保健・福祉・介護・生活支援・就労支援のサービス等と協働しつつ，総合的に必要な

医療を受けられる体制整備を推進していく必要があります。

・医療改革の中では平成２０年度の患者調査において，精神疾患の患者数が３２３万人となり，

医療計画に記載すべき「４疾病」（がん，脳卒中，心筋梗塞，糖尿病）のいずれの疾病患者

数よりも多くなったことを受け，平成２３年７月，精神疾患を加え「５大疾病」として医療

政策を行うこととなりました。

・疾病やこころの健康，地域からの孤立化によっておこる諸問題への個別対応のみならず，医

療制度改革や社会保障・税一体改革大綱をはじめとする様々な社会保障制度の変革の受け皿

となる在宅医療並び地域ケア体制との連携が重要になってきています。

・「誰もが健康で活力ある生活を送る」ために，疾病や障害があっても限られた社会資源を有

効に活用しながら継ぎ目のない支援を受けることができるよう，保健医療福祉分野の各主体

が繋ぎ合い，市民及び地域の自立性を支援することが求められています。

・柏市では平成２６年度に第３期地域健康福祉計画を策定する予定となっています。当計画で

は，役割分担を明確にし，地域活動が円滑に推進できるシステムを目指しています。

２ 課題の整理と方向性

総合保健医療福祉機能（総合相談機能，地域包括ケアシステムとの連携）を生かした保健所

の運営，精神疾患患者や難病患者など，地域で療養する患者の生活の質（ＱＯＬ）の向上や家

族の介護負担を軽減するためには，医療体制の充実や在宅療養のための資源と仕組みの充実は

もちろんのこと，患者会，ボランティアや NPO 等，市民の立場で支えあうことができる地域の

資源の育成，開発が求められています。

市では，「ウェルネス柏」に，総合相談支援，地域包括ケアシステムの創造拠点，子ども発
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達支援センターの機能を持たせ，地域健康福祉計画，高齢者いきいきプラン２１，ノーマライ

ゼーションかしわプラン等に基づき，「住み慣れた地域で支え合うこと」のしくみである地域

包括ケアシステムの構築を目指しています。

保健所開設を機に取り組んだ，がん対策及び発達障害児支援体制整備，また精神保健相談で

は，「ウェルネス柏」における総合相談機能を生かした，切れ目のないサービス提供に取り組

んでいるところです。今後も保健所機能と併せた総合相談支援体制や地域包括ケアシステムと

協働した取り組みが期待されています。

平成２６年度策定予定の第３期地域健康福祉計画と整合性を図り，相談しやすく，健やかに

暮らせる地域づくりが必要となっています。

３ 具体的な方策

◆「ウェルネス柏」の総合保健医療福祉施設の機能を生かします。

「ウェルネス柏」内の各部署において，医療機関や患者会，ボランティアや NPO 等の育

成・支援をともに行い，地域の限られた資源を共有できるようにします。

また，事例検討会など，こども発達支援センターや地域包括支援センターの会議に積極的

に参加します。

さらに，市役所本庁やウェルネス柏内にある情報提供コーナーの活用について検討するな

ど，市民への効果的な啓発と相談支援ための調査・研究と協働の取り組みを実施します。

【活動指標：予算などを見極め実施します。】

◆ 第３期柏市地域健康福祉計画との連携を図ります。

保健福祉部で策定を進めている柏市地域健康福祉計画との連携を図るため，難病相談事業

などの相談事業の充実や小児慢性特定疾患治療研究事業を実施します。

【活動指標：平成２５年度に調査・研究を行い，平成２６年度に実施します。】

◆ 市民のこころのケアに努めます。

精神保健相談に的確に対応するため，庁内相談関係部署やNPO，その他機関との連携の強

化を図っていくとともに，精神保健福祉法において改正された入院保護者制度については，

人権に配慮した適正な運用が図られるよう努めます。

【活動指標：精神保健福祉相談を実施します。】

◆ 精神疾患への理解を深めるために。

柏市でも増大する精神保健相談件数を鑑み，保健福祉部局との連携を強化し，複数の関係

部局で精神疾患の予防的取り組みや発症した精神障害者に対して多くの課で対応・支援でき

る庁内体制をつくるとともに，市民への啓発事業を継続し，市民の理解促進と地域体制づく

りを促進します。

【活動指標：市職員への普及啓発，市民講座の開催・ボランティア養成講座等を随時実施

します。】

４ 関連事業及び対策

・精神保健福祉事業，特定疾患治療研究事業【保健予防課】

・母子保健事業，歯科保健事業，保健栄養事業及び栄養相談，小児慢性特定疾患治療研究事業，
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養育医療給付事業，難病相談事業，不妊に悩む方への特定治療支援事業【地域健康づくり

課】



第３章 計画の運用・管理

第 1節 市民に期待される保健所職員であるために

第２節 計画の着実な推進にあたって
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第３章 計画の運用管理

第１節 市民に期待される保健所職員であるために

施策１ 柏市保健所職員人材育成の考え方

１ 背景

◆ 時代と地域の要請に応えられる人材

・平成２４年７月には地域保健法に基づき「地域保健対策の推進に関する基本的な指針」が改

正され，人材の確保，育成資質の向上更に，健康危機管理体制の確保等に関する事項が定め

られています。

・平成２４年２月には「社会保障・税一体改革大綱」に基づき，地域医療の基本方針となる医

療計画に盛り込むべき疾病を精神疾患含めた５疾病としました(再掲）。更に災害時医療な

どの５事業並びに在宅医療に関わる連携体制を構築することが定められました。また，医療

法に基づき「医療提供体制の確保に関する基本方針」が３月に改正され，人口の急速な高齢

化や社会構造の多様化・複雑化等に伴う患者の疾病構造の変化に対応することが示されてい

ます。

・平成２５年からは健康寿命の延伸・健康格差の縮小を目的とした「第４次国民健康づくり対

策」として「健康日本２１（第２次）」が始まります。（再掲）

・地域保健対策に係る人材は，社会環境の多様な変化に伴い，医療の高度化・専門化，時代の

変化に対応できる公衆衛生の最新の専門知識に基づく指導的役割はもとより，地域保健の現

場を支える実践力，健康危機管理への対応能力，虐待や精神の個別困難ケースの対応等，

様々な情勢や市民ニーズの多様化に対応していかなくてはならない状況にあります。

・高度な専門実践能力のみならず，地方自治体の施策運営を円滑に進める行政職員としての能

力も期待されています。

・平成１５年３月に示された厚生労働省の「地域保健従事者の資質の向上に関する検討会」の

報告書では，「これまで保健サービスの提供に重点を置いて活動を行ってきた地域保健従事

者は，地域保健に関する基礎能力，専門的知識・技術に加えて，政策立案等の行政職員とし

ての能力を兼ね備えた人材が求められること，そのためのキャリアアップの過程に応じた能

力開発が必要であること」が示されています。

・保健師育成においては，平成２２年に施行された保健師助産師看護師法の一部改正で，免許

取得後の研修が努力義務化されました。

２ 課題の整理と方向性

(1) 保健所職員としての総合力の向上

保健所職員が取り組むべき業務は，内容・種類とも複雑多岐に渡っています。その中で

専門性を十分に発揮し，施策の企画立案から実施，評価に至るまでを市民や内外の関係機

関と円滑に進めるには，専門性の発揮と同時に行政職員としての能力も求められます。

(2) 職員の採用と定着性の確保

専門職全体の人材確保が難しい中，専門職の安定的な採用と採用後の定着性を向上させ
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るためには，処遇面等を含めた人事管理全般の取り組みを通じて対策を講じる必要があり

ます。

(3) 各分野に精通した事務職の育成

社会が抱えている少子高齢などの問題は，そのまま市全体の課題であり，市が置かれて

いる状況を踏まえた上で，これらの諸問題に多角的な見地から対応していく力が求められ

ています。

特に内外の関係機関との横断的な連携や調整が必要な施策では，取り巻く環境や，これ

までの取り組み経過などを十分に理解し，専門職と協働できる事務職が必要となります。

(4) 県職員の派遣終了に伴う対応

保健所業務を担う専門職の育成と平行し，柏市保健所の設置当初より千葉県からの職員

派遣（平成２５年４月１日現在４名）を受けていますが，今後は段階的に派遣を解消して

いくこととなっています。

このことから，今後も，市職員の育成状況を見極めながら，県職員の派遣継続など人材

確保策の検討を継続していく必要があります。

(5) 専門職のジョブローテーション注）１の検討

専門職としての必要な知識や経験を身に付けるには，人事異動による計画的なキャリア

形成が不可欠です。各々の職種に必要なキャリアを明確にして専門性を高めるとともに，

行政職員として必要な能力を身につける機会をタイムリーに付与します。また，許認可を

担当する部署については，その業務の性質上，一定の期間ごとに職場異動が必要となりま

す。

(6) 地域における公衆衛生活動の拠点としての機能強化

市民の健康の保持・増進を図るためには，広範多岐な制度への対応や公衆衛生に関する

最新の知見の獲得が必要です。また，健康危機事案の発生時には，組織の枠を超えた連携

や関係機関との調整が必要となり，各々が抱える情報を集約・整理して，迅速に対応する

必要があります。

そのためには，保健所業務に関係する知見や情報の収集機能や所管業務に関する調査研

究機能の向上が求められます。

注）１ ジョブローテーション（job rotation）

職務を計画的に交代させることで職員の能力・知識・資質の向上を図り，人材・後継者を育成する方法
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表１－１ 平成２５年度柏市保健所の所属別・担当別・職種別職員数

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　職種

職種所属(人数)／担当

医
師

薬
剤
師

獣
医
師

保
健
師

歯
科
衛
生
士

栄
養
士

臨
床
検
査
技
師

診
療
放
射
線
技
師

精
神
保
健
福
祉
士

化
学
技
師

一
般
事
務

保健所長（１） 1

総務企画課（11） 次長兼課長 1

企画 1 2

総務 3

医事薬事 1 3

保健予防課（16） 課長 1

感染症・疾病対策 5 1 2

精神保健福祉 2 5

生活衛生課（20） 課長 1

環境衛生 2 1 1

食品衛生 2 4 1

動物愛護 4

食鳥検査 4

地域健康づくり課
（48）　　

課長 1

総務 10 5

健康増進 7 1 4

母子保健 17 3

成人健診課(9） 課長 1

成人健診 6 2

衛生検査課（8） 課長 1

検査 3 3 1

合　　計（113） 2 9 15 48 4 5 3 2 5 2 18

（平成 25 年 4 月 1 日現在）

平成２５年４月現在，保健所においては医師をはじめ，獣医師，薬剤師，保健師等，１０職種

９５人の専門職が従事しています。全専門職の平均年齢３６．９歳（管理職を除くと３４．５

歳）と市役所全体の４１．４歳に比べ若い傾向にあります。
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３ 具体的な方策

●質の高い地域保健サービスの提供を計画・実行できる職員を育てるため，以下

の具体的な方策を盛り込んだ「柏市保健所人材育成基本方針」を活用します。

(1) 能力開発の目標設定

保健所職員は，専門的な能力を高めることと併せて行政機関に働く職員としての基本的

な能力や行政職員としての能力を身に付ける必要があります。このことから，保健所職員

として開発すべき能力を「基本的な能力」，「行政職としての能力」，「専門職としての能

力」に区分して，各々の職層レベルに応じた到達目標を明確にして評価し，育成につなげ

ます。

【活動指標：随時取り組みます】

(2) 基本業務のマニュアルの見直し

各事務事業における標準的な手順については，事務の引継ぎや，新任者の育成，担当者

不在時の対応，また，危機管理事案の対応などに不可欠であり，順次整備を進めるととも

に，既存のマニュアルについても随時必要な改訂を行います。

【活動指標：随時取り組みます】

(3) 職場内研修の実施(再掲）

各職場では，能力開発の目標設定で示した各職層ごとの到達ポイントに応じた職務分担

を行い，指導・支援者が自ら実践しながら業務遂行の達成度を観察し，仕事を進めるうえ

でのコミュニケーションを通して後進の能力向上を図ります。

また，職場内研修により育成担当になる指導者自身の能力向上や個々の能力を十分に把

握することで，チームとしての組織力も高めていきます。

【活動指標：随時取り組みます】

(4) 職場外研修の活用(再掲）

職場外研修は，新任・新人研修や，新規業務の習熟，新しい知見の獲得，自己啓発の支

援など，専門性をより高めることを目的として実施します。

研修機関としては，国立保健医療科学院，衛生研究所，各大学の研究機関，各種医療機

関などが挙げられます。

【活動指標：予算などを見極め毎年度定期的に実施してきます】

(5) 自己啓発の推進

職務に必要な専門知識の獲得はもとより，具体の事案を迅速・適切に解決するためには

日々の研鑽と調査研究が必要です。

また，保健所には，地域保健に関する調査研究を行う機能が付与されています（地域保

健法第 7 条）。自己啓発意欲を持って職務に積極的に取り組む姿勢を身に付けることは，

専門職としてのキャリア形成過程において大きな影響を与えることから，公衆衛生に関す

る学会発表などを通じて自己啓発を促す体制や環境の整備を進めます。

【活動指標：随時取り組みます】

(6) ジョブローテーションの推進

ジョブローテーションは，保健所職員がその資質を向上させる上で必要不可欠な取り組

みであると同時に，許認可を担当する部署などにおいては，特定の個人等への権限の集中
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を排除する必要があることからも，保健所では，人事・定数管理部門とも協力し，ジョブ

ローテーションのメリットを最大限に活かしながら，以下の方針で取り組んでいきます。

ア 行政実務を幅広く経験させ，公衆衛生の諸課題を経験させながら保健所の中核職員

を計画的に育成するジョブローテーション

イ 多種多様な市民ニーズに的確に対応できる職員を育成するため，福祉の各分野，教

育分野等との連携を推進するジョブローテーション

ウ 先進的な取り組みや，柏市保健所の現状を客観的に捉えるために行う，国や船橋市

などの近隣中核市，県内保健所との人事交流

エ 業務の活性化や個々の職員の適性を見極めるために行う保健所内での定期的な配置

転換

【活動指標：随時取り組みます】

(7) 職種ごとのキャリアパス注）２の運用とメンテナンス

各専門職（医師，薬剤師，獣医師などの資格専門職）ごとに策定した標準的なキャリア

パスを運用し，個々の職員の能力開発を促すとともに，広範多岐な行政に対応できる職員

の育成を目指します。複数の選択肢を確保することにより，能力開発状況，個々の志向等

に対応した人材育成を可能にします。

また，事務職においても，人事部門と連携し，保健衛生部門の課題に戦略的に対応でき

るキャリアを持った人材の育成・配置を行います。

【活動指標：随時取り組みます】

(8) 県職員の派遣終了に伴う対策

柏市保健所では，平成２５年度の時点で，千葉県から４名の職員派遣を受けていますが，

今後，段階的に派遣を解消していくこととなっています。

市では，これまでの職員育成状況を踏まえながら，業務水準の維持や保健衛生サービス

の提供に必要な人材を確保すべく，以下の取り組みを進めます。

ア 千葉県と，県職員の派遣期間延長や任用替えなどの協議を継続します。

イ 県職員の派遣解消の際には，事務引継ぎが円滑に行われるよう，市職員の前倒し採

用などを行います。

ウ 国・県・中核市等との人事交流派遣研修等による，人材の育成及び確保に努めます。

【活動指標：随時取り組みます】

(9) ワークライフバランス注)3に対応した人員確保

保健所では専門職９５名中女性職員が７０名です。

柏市では，「柏市次世代育成支援後期行動計画」や「柏市特定事業主行動計画（後期計

画）」などにより，男性職員の育児参加を促していますが，現状では育児や介護は女性に

過度な役割分担となっていることは否めません。

このため，質の高い保健衛生サービスを安定的に供給するためには，ワークライフ・

バランスに配慮した定員管理が必要です。保健所では，人事・定数管理部門とも連携し，

全体の定員管理に配慮しながら，経験者の採用や常態的な産育休者分の実員並びに任期

付職員の確保などに取り組みます。

【活動指標：随時取り組みます】
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(10) 効果的な人材確保への取り組み

専門職の採用に際しては，柏市が行う人材育成に関する取り組みについて，積極的にア

ピールした募集を進めることが必要です。

また，保健・医療分野の学生実習の積極的な受入を行い，その指導を通じて，専門職と

してやり甲斐のある魅力的な職場をアピールすることや，インターンシップ制度の積極

的な活用を図るなど，質の高い人材確保の方法について検討します。

【活動指標：随時取り組みます】

(11) 健康危機管理の教訓を生かした取り組みの実施

保健所では，平成２０年４月の開設以降，新型インフルエンザをはじめ東日本大震災，

福島第一原子力発電所の事故由来の放射線による健康不安への対応等の健康危機事案を

経験してまいりました。

これら事案の教訓から，組織として実効性のある行動を確保するため，平常時，発生，

拡大，収束の各段階の対処方針を明確にした危機管理の指針の整備，危機管理に関する

各種のマニュアルや段階に応じた行動計画の策定，必要に応じた実地訓練など，保健所

職員一人ひとりが常に健康危機事案を意識し，状況に応じた具体的な対策が身につくよ

う努めます。

【活動指標：随時取り組みます】

(12) 人材育成の評価・推進体制を確立します。

保健所における人材育成を着実に推進するために，人材育成の諸課題に対して具体に

調査・検討するため，人材育成ワーキンググループを設置します。ワーキンググループ

は各課から選任されたメンバーにより構成し，人材育成基本方針の策定や改定，取り組

みに関する評価などを行います。さらに，人材育成に関する取り組みの進捗に関しては，

適宜，柏市保健衛生審議会に報告します。

【活動指標：随時取り組みます】

注)２ キャリアパス

「将来の職員像，道しるべ」として，経験，スキル，知識などに照らし，実務経験年数別に，将来の処遇などについて

の根拠とするもの。

注)３ ワークライフバランス

仕事と生活の調和のこと。「国民一人ひとりがやりがいや充実感を感じながら働き，仕事上の責任を果たすとともに，家

族や地域生活などにおいても，子育て期，中高年期といった人生の各段階に応じて多様な生き方が選択・実現できる社会」

（内閣府 ホームページより）
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第２節 計画の着実な推進にあたって

施策１ 計画推進に向けた取り組み

「柏市保健所運営基本計画」で示しした目標や取り組みを着実に実現していくため，以下の

点を踏まえた推進体制を確保していきます。

１ 情報の積極的な発信

公共サービスを効率的・効果的に運営するには，市民，関係機関，行政などが各々の役

割を認識し，協働していくことが必要です。本計画では，改訂のポイントに「市民に身近

でわかりやすい保健所」を掲げています。市民がに主体的に参加できる環境づくりを進め

るため，保健所が持っている情報を，①様々な場面を通じ，②分かりやすく，③タイムリ

ーに，④情報弱者に配慮し，⑤双方向のやり取りを行いながら伝えていく積極的な情報公

開が必要です。

具体的には，「保健所ホームページのリニューアル」，「保健所だよりの発行」，「市公式配

信メール（いくくるメール）やツイッターの活用」，「各種の事業を通じた保健所のＰＲ」

などの取り組みにより進めます。

また，推進に当たっては，情報公開のルールを遵守し，個人情報の取り扱いなどには十

分に配慮します。

２ 計画的で確実な実施

この計画の策定意義は，保健所が市民や関係機関に対し，今後の保健所の取り組むべき

方向性を公に示して約束することにあります。

保健所はこの計画を内外に示すとともに，この計画に基づいた事業計画により，上位計

画である後期基本計画や実施計画，毎年度の予算要求などに反映させるよう努めます。

３ モニタリングと評価並びに見直し

保健所運営には，計画の実行を担保し，また，環境の変化に応じた適切な見直しを図る

ため，計画策定以後，継続したモニタリングが必要です。

具体的には，本計画の進行管理を行い，各論に定めた活動指標や施策体系別評価指標

（表２－１）の達成状況を定期的に公開するとともに，保健衛生審議会に報告することで，

計画の推進と必要な見直しを図ります。また，関係機関，医師会，歯科医師会，薬剤師会

等のソーシャルキャピタルとのネットワークの構築，連携を強化しながら着実に実行する

ことが大切です。

例） がん対策

がん予防の啓発，がん検診，地域包括支援センター，がん連携拠点病院との連携をとおした患

者支援等，啓発から治療，患者支援の一貫した支援。
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４ 人材育成の推進と保健所を核にしたネットワークづくり

厳しい財政状況にある中，前例を踏襲することなく柔軟な発想と迅速な動きの下，効率

的・効果的な施策を実践する組織体制の整備は急務です。組織横断的な取組みはもちろん

のこと，保健所が有する様々な事業を通じて得られたネットワークを生かし，現場からの

意見を察知・集約し，ボランティア・ NPO など多様な主体との協働を実践していきます。
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表２－１

第２章 各論

第１節 安全・安心な暮らしのために
１ 市民が身近に感じる保健所を目指して 指標

年４回程度発行します

「保健所だより」を発行します。

２ 健康危機管理機能の強化と体制整備 指標：

年１回実施します

初動対応訓練，情報伝達訓練をそれぞ

れ年１回実施します。

第２節 健やかで活力ある暮らしのために

１ 市民一人ひとりが積極的な健康づくりに

取り組めるために

指標：

各事業を年１回以上実施します

市民の健康増進を目指す事業の実施

２ 病気になったとしても，安心して地域

で暮らしていくために

指標：

平成２５年度に調査・研究を行い，平成２

６年度に実施します

第３期柏市地域健康福祉計画との連携を

図ります。

第３章 計画の運用・管理

第１節 市民に期待される保健所の職員であるために
１ 柏市保健所人材育成の考え方 指標：

随時取り組みます

専門職ごとのキャリア・パスの運用と

メンテナンスを実施します。

各施策別の具体策の活動指標を抜粋しました。これらを定期的に評価し保健衛生審議会に

報告します。
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１ 柏市保健所の概要

(1) 名称

柏市保健所

(2) 所在地

柏市柏下６５番地１ ウェルネス柏内（平成２２年４月５日移転）

(3) 所管区域

柏市内全域

(4) 施設

ア 構造・規模 鉄筋コンクリート造 地上５階建て

イ 延べ床面積 ９,９２０．５７㎡

(5) 付属機関

ア 柏市保健衛生審議会

保健所の適正な運営に資するために設置

イ 柏市感染症診査協議会

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律第２４条第６項の規定に基づ

き設置

ウ 柏市予防接種調査会

予防接種の適正かつ円滑な処理についての調査及び審議並びに答申に関する事務を行う

ために設置

(6) 組織

保健所長 総務企画課 企画担当

総務担当

医事薬事担当

※総務企画課長は次長が事務取扱

次 長 保健予防課 感染症・疾病対策担当

精神保健福祉担当

生活衛生課 環境衛生担当

食品衛生担当

地域健康づくり課 総務担当

健康増進担当

母子保健担当

成人健診課 成人健診担当

衛生検査課 検査担当
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２ 保健所の主な業務

課・室 担 当 主な業務

総務企画課 企画 医療連携の推進，地域保健に関する調査・研究，学生実習・地域保健臨

床研修，健康危機対策の総括，地域保健関係職員の人材育成

総務 部内事業調整，保健統計，柏市保健衛生審議会関係，所内庶務

医事薬事 医療安全相談，医療従事者等の免許，医療法・薬事法に関すること，薬

物乱用防止対策，内部制度管理の統括

保健予防課 感染症・疾病対策 感染症対策，動物由来感染症対策（狂犬病予防除く），特定疾患治療研

究事業

精神保健福祉 精神保健福祉に関する知識の普及・啓発や相談支援

生活衛生課 環境衛生 理容所，美容所，クリーニング所，興行場，旅館業，公衆浴場， 狂犬病

予防，動物の愛護や管理

食品衛生 飲食店等の食品衛生に関すること， 食鳥検査

地域健康づ

くり課

総務 予防接種事業，管理栄養士・調理師等の免許，小児慢性特定疾患治療

研究事業，養育医療給付事業，不妊に悩むかたへの特定治療支援事

業，難病相談事業，対人保健サービスの人材育成，妊婦・乳児一般健康

診査助成事業

健康増進 柏市民健康づくり推進員，健康増進施策，健康づくりのための健康教

育，健康相談，保健栄養事業・栄養相談，食育の推進，歯科保健事業，

歯科保健相談，歯周疾患検診事業，たばこ対策，国民健康・栄養調査に

関すること

母子保健 母子保健の普及啓発・相談支援，妊娠届出及び母子健康手帳の交付，

母親学級・両親学級，こんにちは赤ちゃん事業，妊産婦新生児乳幼児訪

問事業，低出生体重児支援，妊産婦及び乳幼児健康診査，発達支援相

談，思春期保健

成人健診課 成人健診 成人健診事業の体制整備，成人検診の啓発・実施・評価，各保健センタ

ー（中央・沼南）の管理・運営

衛生検査課 検査 臨床・細菌・食品衛生・環境衛生検査
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３ 柏市保健所の沿革

平成１６年 ５月 旧柏市・旧沼南町による市町合併を想定し，新市建設計画を策定。その

なかで，「豊かな水と緑に囲まれ，多様性に満ちた活力あふれる中核都

市」と目標設定

合併後早い時期に「中核市」移行を目指すことが承認

平成１７年 ３月 旧柏市・旧沼南町による市町合併

４月 保健福祉部保健福祉総務課内に保健所準備室を設置（６名体制）

千葉県庁及び千葉県柏健康福祉センター（柏保健所）に職員各１名を研

修生として派遣

平成１８年 ３月 柏市地域保健構想を策定

４月 保健所準備室を保健所準備課に組織改正(１２名体制)

千葉県から職員１名の派遣を受入れ

千葉県柏健康福祉センター（柏保健所）への研修派遣職員を６名に増員

千葉県・柏市中核市移行準備連絡協議会及び下部組織の保健所設置準備

部会を設置

９月 保健所準備課の職員を増員（１７名体制）

１０月 千葉県柏健康福祉センター（柏保健所）への研修派遣

職員を１１名に増員

平成１９年 ２月 総務省移譲事務事前ヒアリング

厚生労働省移譲事務事前ヒアリング

４月 保健所準備課の職員を増員（２６名体制）

千葉県からの派遣職員を１名増員

千葉県動物愛護センター東葛飾支所に職員１名を研修生として派遣

千葉県柏健康福祉センター（柏保健所）への研修派遣職員を１７名に

増員

６月 市議会で中核市指定の申出を議決

７月 千葉県議会で中核市指定の同意を議決

１０月 市長から総務大臣に中核市指定の申出

１１月 閣議決定・中核市指定に関する政令の公布

平成２０年 ３月 千葉県知事から市長に事務引継ぎ(事務引継書に調印)

柏市保健所施設として使用するため，千葉県柏健康福祉センター

（柏保健所）の施設を改修

保健所敷地内に動物一時預かり施設を設置

４月 中核市に移行，保健所を設置（１１０名体制）

旧千葉県柏健康福祉センター（柏保健所）の施設を借用して保健所業務

を開始

７月 医療安全相談窓口を設置

平成２２年 １月 柏市柏下６５番地１に，「総合保健医療福祉施設（ウェルネス柏）」竣工

４月 柏市保健所が部へ昇格

「総合保健医療福祉施設（ウェルネス柏）」へ移転

平成２３年 ２月 これまでの保健所最上位計画であった「地域保健構想」を改訂し，名称
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も改め「柏市保健所運営基本計画」として策定

３月 「柏市がん対策基本条例」を制定

８月 船橋市と「保健所職員の人事交流に関する協定」を締結

平成２４年 ４月 船橋市保健所と人事交流開始（１名ずつ）

５月 船橋市と「健康危機発生時における保健所業務相互支援に関する協定」

を締結

平成２５年 ９月 厚生労働省と人事交流開始（１名）
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４ 柏市保健所運営基本計画改訂版策定の経緯

年 月 日 項 目 概 要

平成２５年

７月１日(月)

第１回所内ワーキンググ

ループ開催

・各担当より方策についての意見

聴取

８月１日(木) 第２回所内ワーキンググ

ループ開催

・意見を元に新案に反映

８月２９日(木) 第１回保健衛生審議会 ・委員委嘱

・柏市保健所運営基本計画中間見

直し策定について諮問

９月５日(木) 第３回所内ワーキンググ

ループ開催

・見直し案検討

10 月 31 日(木) 第２回保健衛生審議会 ・柏市保健所運営基本計画中間見直

し案

12 月１日(日)～

12 月 27 日(金)

パブリックコメントを実施 ・計画案を市公式ホームページ及び

行政資料室等で公開

平成 26 年

２月６日(木)

第３回保健衛生審議会 ・修正案について審議，答申

２月１３日(木) 柏市保健所運営基本計画策定
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５ 柏市保健衛生審議会委員名簿

(敬称略 50 音順 所属などは就任時点で掲載) 平成２５年４月１日現在

氏 名 所属など 備 考

1 井 上 則 子 元柏市人権擁護委員

2 植 田 勝 浩 千葉県美容生活衛生同業組合柏支部長

3 江 角 浩 安 独立行政法人国立がん研究センター

4 金 江 清 柏市医師会会長

5 小 林 正 之 柏市立介護老人保健施設はみんぐ施設長

6 櫻 井 明 千葉県柏児童相談所長

7 佐 藤 紀 子 千葉県立保健医療大学健康科学部教授

8 妹 尾 桂 子 柏市民健康づくり推進員連絡協議会会長

9 多 田 紀 夫 東京慈恵会医科大学附属柏病院

10 塚 田 幸 生 柏歯科医師会理事

11 寺 嶋 稔 柏市食品衛生協会会長

12 長 瀬 慈 村 柏市医師会副会長

13 中 谷 茂 章 柏市民生委員児童委員協議会会長

14 中 村 美代子 千葉県看護協会東葛地区部会

15 中 村 佳 弘 柏市薬剤師会会長

16 野 上 貴 広 柏警察署生活安全課係長

17 野 坂 俊 壽 柏市立柏病院院長

18 宮 寛 東葛地域獣医師会

19 村 川 康 子 柏市医師会
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